
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属製のフレキシブル管の外側に熱可塑性樹脂を被覆して被覆層を形成してある樹脂被
覆管において、

前記被覆層に引っ張り応力を残存させた状態で前記熱可塑性樹脂を前記フ
レキシブル管に被覆形成してある樹脂被覆管。
【請求項２】
前記被覆層を形成する熱可塑性樹脂が、ポリオレフィン系樹脂であって、エチレンーアク
リル酸エチル共重合体、エチレンーメタクリル酸メチル共重合体、エチレンー酢酸ビニル
共重合体、線状低密度ポリエチレン、エチレン－αオレフィン共重合体、軟質ポリプロピ
レン、ポリブテンのうちから選ばれた少なくとも一種からなるものである請求項１記載の
樹脂被覆管。
【請求項３】
請求項１記載の前記樹脂被覆層の内部に、引っ張り応力を残存させた状態にするに、前記
熱可塑性樹脂を、その軟化点から結晶化点の間の温度域で張力を掛けながら前記フレキシ
ブル管に被覆して硬化させて前記被覆層を形成する管の樹脂被覆形成方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、金属製のフレキシブル管の外側に熱可塑性樹脂を被覆して被覆層を形成してあ

10

20

JP 3763694 B2 2006.4.5

前記被覆層に釘などが打ち込まれたとき、その被覆層の貫入穴が引き広げ
られるように、



る樹脂被覆管に関し、詳しくは樹脂被覆管及び管の樹脂被覆形成方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、この種の樹脂被覆管は応力を残存しないように形成され、そして、管の樹脂被覆形
成方法としては、樹脂の押し出し速度と管の巻取速度を同じにして樹脂を金属製のフレキ
シブル管の外側に被覆する技術が採られていた。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
上述した従来の押し出しによる樹脂を金属製のフレキシブル管の外側に被覆する技術によ
れば、図７に示すように、樹脂供給装置６に設けた樹脂供給ノズル６ａからの樹脂の押し
出し速度と管の巻取速度を等しく調整すると共に、前記樹脂を、結晶化点まで冷却装置１
０で冷却して前記フレキシブル管１に硬化させて樹脂被覆層２を形成していたので、図８
に示すように、例えば、壁内に配設されて外部からはその存在が分かりにくい配管に、何
らかの原因で釘４が打たれて樹脂被覆層２及びフレキシブル管１に穴があいたとしても、
樹脂の高い伸び弾性によって前記樹脂被覆層２の穴５部分が釘４に密接してフレキシブル
管内の流体は外部に漏れにくくなり、早期に管内流体の漏れを発見できないといった問題
があった。
このため、従来では被覆層内面に縦溝を設けて樹脂被覆層とフレキシブル管との間を流体
を流通可能にさせることにより、フレキシブル管から漏れる流体を、前記樹脂被覆層と前
記フレキシブル管との縦溝を通して配管端部で検知できる検知方法が提案されていたが、
この方法だと、例え流体の漏れを検知できたとしても、漏れ箇所の特定は困難であり手間
の掛かるものであった。
また、樹脂被覆管に釘が打たれたときに被覆層の釘貫入穴から流体を漏れやすくして、そ
の釘打ち状態を早期発見できるようにするために、被覆層に割れ易い材料を使うことも考
えられるが、フレキシブル管の可撓性や耐キズつき性が損なわれるといった問題があった
。
従って、本発明の目的は、上記問題点を解消し、樹脂被覆管に釘が打たれて穴が開いたと
きに、その釘が打たれた箇所から流体を漏れ易くする点にある。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
　請求項１の発明の特徴構成は図１ に例示するごとく、金属製のフレキシブル管
１の外側に熱可塑性樹脂Ｊを被覆して被覆層２を形成してある樹脂被覆管３において、

前記被覆層２に引っ張り応力を残存させた状態で前記熱可塑性樹脂Ｊを前記フレキ
シブル管１に被覆形成してあるところにある。
【０００５】
請求項２の発明の特徴構成は、前記被覆層２を形成する熱可塑性樹脂Ｊが、ポリオレフィ
ン系樹脂であって、エチレンーアクリル酸エチル共重合体、エチレンーメタクリル酸メチ
ル共重合体、エチレンー酢酸ビニル共重合体、線状低密度ポリエチレン、エチレン－αオ
レフィン共重合体、軟質ポリプロピレン、ポリブテンのうちから選ばれた少なくとも一種
からなるものであるところにある。
【０００６】
請求項３の発明の特徴構成は図１に例示するごとく、請求項１記載の前記被覆層２の内部
に、引っ張り応力を残存させた状態にするに、前記熱可塑性樹脂Ｊを、その軟化点から結
晶化点の間の温度域で張力を掛けながら前記フレキシブル管１に被覆して硬化させて前記
被覆層２を形成するところにある。
【０００７】
尚、上述のように、図面との対照を便利にするために符号を記したが、該記入により本発
明は添付図面の構成に限定されるものではない。
【０００８】
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及び図３
前

記被覆層２に釘４などが打ち込まれたとき、その被覆層２の貫入穴５が引き広げられるよ
うに、



〔作用及び効果〕
　請求項１の発明の特徴構成によれば、

前記被覆層に引っ張り応力を残存させた状態で前
記熱可塑性樹脂を前記フレキシブル管に被覆形成してあるから、樹脂被覆管からの流体の
漏れを早期に発見できる。
　つまり、樹脂被覆管に釘などが打ち込まれたとき、被覆層に引っ張り応力が残存してい
るために被覆層の釘貫入穴が引き広げられて、釘の周囲に隙間が開き、その箇所から流体
が漏れやすくなる。
　その結果、流体の漏れを早期に発見できると共に、漏れ箇所を特定し易い樹脂被覆管を
提供できるようになった。
【０００９】
請求項２の発明の特徴構成によれば、請求項１の発明による作用効果を叶えることができ
るのに加えて、前記被覆層を形成する熱可塑性樹脂が、ポリオレフィン系樹脂であって、
エチレンーアクリル酸エチル共重合体、エチレンーメタクリル酸メチル共重合体、エチレ
ンー酢酸ビニル共重合体、線状低密度ポリエチレン、エチレン－αオレフィン共重合体、
軟質ポリプロピレン、ポリブテンのうちから選ばれた少なくとも一種からなるものである
から、用途に適した特性の樹脂被覆管を提供できる。
つまり、熱可塑性樹脂としてポリエチレン系樹脂を選択した場合、伸び弾性及び引っ張り
強度が高い特性があるので、樹脂被覆層に引っ張り応力を長年付与し易くなる。その中で
も、エチレンーアクリル酸エチル共重合体、エチレンーメタクリル酸メチル共重合体、エ
チレンー酢酸ビニル共重合体、線状低密度ポリエチレンであればさらに好ましく、エチレ
ンーアクリル酸エチル共重合体及びエチレンーメタクリル酸メチル共重合体は、熱安定性
に優れ、エチレンー酢酸ビニル共重合体は、耐衝撃性及び耐ストレスクラック性に優れ、
線状低密度ポリエチレンは、伸び特性に優れ、エチレン－αオレフィン系共重合体は、耐
ストレスクラック性に優れ、軟質ポリプロピレンは、耐屈曲疲労強度に優れ、ポリブテン
は、引き裂き強さに優れると共に、ストレスクラッキングを起こさない。
その結果、使用される複数の熱可塑性樹脂群の中から用途に適した特性を持つ樹脂を選ぶ
ことで、内部に引っ張り応力を残存させつつ配管環境に好適な被覆層を形成した樹脂被覆
管を提供できるようになった。
【００１０】
請求項３の発明の特徴構成によれば、請求項１の発明による作用効果を叶えることができ
るのに加えて、請求項１記載の前記被覆層の内部に、引っ張り応力を残存させた状態にす
るに、前記熱可塑性樹脂を、その軟化点から結晶化点の間の温度域で張力を掛けながら前
記フレキシブル管に被覆して硬化させて前記被覆層を形成するから、被覆層の内部に引っ
張り応力を残存させることが容易にできる。
つまり、樹脂を押し出してフレキシブル管に被覆後、前記樹脂を軟化温度付近まで冷却す
ると共に、樹脂押し出し速度よりも管巻取速度を速くすることによって樹脂にテンション
を掛けつつ、さらに冷却すると被覆層内部に引っ張り応力を残したまま硬化してフレキシ
ブル管に対する被覆層を形成する。また、このとき、巻取速度を変更するだけで樹脂押し
出しノズルの径を変更せずとも簡単に被覆層の厚みを調整できるようになる。
その結果、フレキシブル管に引っ張り応力を残存させた状態で樹脂を被覆することが容易
にできると共に、被覆層が簡単に薄くでき、樹脂の使用量を抑えてコストダウンを図れる
ようになった。
【００１１】
【発明の実施の形態】
以下に本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。尚、図面において従来例と同一の
符号で表示した部分は、同一又は相当の部分を示している。
【００１２】
本発明に係わる樹脂被覆管３は、図１に示すように、ガス流通用のステンレスにより形成
されたフレキシブル管１の外側に引っ張り応力を残存させた状態でエチレンー酢酸ビニル
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前記被覆層に釘などが打ち込まれたとき、その被
覆層の貫入穴が引き広げられるように、



共重合体Ｊ（熱可塑性樹脂としてのポリエチレン系樹脂の一例）を被覆して樹脂被覆層２
を形成している。
【００１３】
前記樹脂被覆管３の形成方法について説明すると、図１，２に示すように、フレキシブル
 管１よりも大径の樹脂供給装置６に設けた樹脂供給ノズル６ａからエチレンー酢酸ビニ
ル共重合体Ｊを押し出してフレキシブル管１の外周に被覆後、前記エチレンー酢酸ビニル
共重合体Ｊを軟化温度付近まで冷却装置９で冷却して樹脂被覆層２を形成すると共に、前
記樹脂被覆層２に接触して回転するローラ７の回転速度よりも管の巻取速度を速くするこ
とによって、フレキシブル管１の長手方向に沿った引っ張りテンションが前記樹脂被覆層
２に掛かり、前記樹脂被覆層２が引き伸ばされる。
そして、この引き伸ばされた前記樹脂被覆層２をさらに冷却装置１０で冷却すると、前記
樹脂被覆層２の内部に引っ張り応力を残したままフレキシブル管１と一体的に硬化して樹
脂被覆管３が形成されて巻取ドラム８に巻き取られる。
また、前記冷却装置１０で樹脂被覆層２が冷却されるまでは、前記樹脂被覆層２にフレキ
シブル管１の長手方向に沿って連続的に引っ張りテンションが掛かっているので、前記樹
脂被覆管３の巻取速度を変更するだけで簡単に前記樹脂被覆層２の厚みを調整でき、前記
樹脂被覆層２の厚みを薄くしても均一な厚みに形成することができるようになる。
【００１４】
上記のようにして形成された樹脂被覆管３の作用について説明する。
図３に示すように、壁Ｋの内側に配管してあるガス流通用の樹脂被覆管３に誤って釘４が
打たれて、被覆層２及びフレキシブル管１に釘貫入穴があいたとしても、前記樹脂被覆層
２に引っ張り応力が残存しているために前記樹脂被覆層２の穴５部分の樹脂被膜が引き広
げられるので、釘４の周囲にガス漏れの隙間が形成される。
そして、ガスはこの隙間を通って漏れ易くなるので、早期の内にガス臭によるガス漏れを
認識できるようになる。
【００１５】
また、熱可塑性樹脂Ｊとしてポリエチレン系樹脂のエチレンー酢酸ビニル共重合体を使用
しているので、被覆層２が耐衝撃性及び耐ストレスクラック性に優れたものとなり、樹脂
被覆管３をぶつけたり、曲げたりといった多少の衝撃やストレスによって被覆層２に穴や
亀裂を生じ難くすることができる。
【００１６】
図４（イ）はＰＶＣ（ポリ塩化ビニル）、図４（ロ）は本発明による熱可塑性樹脂におけ
る荷重と伸びの関係を表したグラフである。
弾性係数Ｄに沿った弾性変形領域内で形成された樹脂被覆層２だと、弾性変形能により、
釘４が打たれたときに釘４の周囲にガス漏れの隙間が形成され難くなるのに比べて、塑性
変形領域内で形成された樹脂被覆層２だと、樹脂被覆層２内に引っ張り応力を残存させ易
くなり、釘４が打たれたときに釘４の周囲にガス漏れを促進する隙間を形成し易くなる。
つまり、弾性係数Ｄよりも右にシフトした位置で破断する材料ほど塑性変形し易い材料で
あるといえ、図４（イ）のＰＶＣに比べて、図４（ロ）のように降伏点を有した材料の、
降伏点の伸び以上から破断点の伸び以下までの塑性変形領域Ｌ２内で樹脂被覆層を形成す
る方がより有効である。特に、降伏点以上の応力レベルとなる伸び以上から破断点の伸び
以下までの塑性変形領域Ｌ１が望ましい。
【００１７】
〔別実施形態〕
以下に他の実施の形態を説明する。
〈１〉冷却装置９とローラ７は先の実施形態で説明した別に設けるものに限るものではな
く、例えば、図５に示すようにローラ７が冷却装置９を兼ね備えた構成であっても良い。
〈２〉樹脂供給ノズル６は、図６に示すように、フレキシブル管１に向けてテーパーが大
きくなるように熱可塑性樹脂Ｊを供給する形状に形成してあるものでも良い。（このとき
に供給する熱可塑性樹脂Ｊは軟化温度付近のものを使用すると良い。）
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これだと樹脂被覆管３を巻き取るだけで樹脂被覆層２がフレキシブル管１の長手方向に引
き伸ばされる。そして、この引き伸ばされた前記樹脂被覆層２を冷却すると、前記樹脂被
覆層２内部に引っ張り応力を残したままフレキシブル管１と一体的に硬化して樹脂被覆管
３を形成することができる。
〈３〉熱可塑性樹脂Ｊのうち、ポリエチレン系樹脂の一種であるエチレンー酢酸ビニル共
重合体について説明したが、エチレンーアクリル酸エチル共重合体、エチレンーメタクリ
ル酸メチル共重合体、線状低密度ポリエチレンであっても良い。
〈４〉熱可塑性樹脂Ｊのうち、ポリエチレン系樹脂を使用した例について説明したが、塩
化ビニールでも良い。
即ち、伸び弾性があり、引っ張り強度が高い軟質な物質であれば樹脂被覆層２形成材料と
して適用可能である。
【００１８】
【実施例】
ＥＥＡ樹脂（エチレン－アクリル酸エチル）とＥＶＡ樹脂（エチレン－ビニルアセテート
）に対して、その伸び率と釘を打ったときのガス漏れの隙間形成の関係を調べる釘打ち試
験を行った結果、ＥＥＡ樹脂の場合、伸び率が３０～６５０％の範囲で隙間が形成され、
３０％未満では隙間が形成されず、６５０％を越える場合はＥＥＡ樹脂自体の破断が認め
られた。次に、ＥＶＡ樹脂の場合、伸び率が５０～５５０％の範囲で隙間が形成され、５
０％未満では隙間が形成されず、５５０％を越える場合はＥＶＡ樹脂自体の破断が認めら
れた。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施形態の一例を示す樹脂被覆形成方法の説明図
【図２】本発明の実施形態の一例を示す要部断面図
【図３】本発明の樹脂被覆管の一例を示す要部断面図
【図４】本発明の樹脂材料の荷重と伸びの関係を示す図
【図５】他の実施形態を示す樹脂被覆形成方法の説明図
【図６】他の実施形態を示す要部断面図
【図７】従来の樹脂被覆形成方法の説明図
【図８】従来の樹脂被覆管を示す要部断面図
【符号の説明】
　１　　フレキシブル管
　２　　樹脂被覆層
　３　　樹脂被覆管
　 　　
　 　　
　Ｊ　　熱可塑性樹脂
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】 【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】

【 図 ８ 】
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